
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

広島県 江田島市広島県 江田島市広島県 江田島市広島県 江田島市人 口面 積標準 財政 規模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 27,318100.979,913,70516,830,58616,024,931640,048 人(H22.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.40][0.40][0.40][0.40]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位70/12870/12870/12870/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.550.550.550.55広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均0.610.610.610.610.000.200.400.600.801.001.201.40

0.200.200.200.20
1.101.101.101.100.450.450.450.450.460.460.460.460.460.460.460.460.450.450.450.450.420.420.420.42 H21H20H19H18H17 0.400.400.400.400.400.400.400.400.390.390.390.390.360.360.360.360.340.340.340.34 財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [90.0%][90.0%][90.0%][90.0%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位48/12848/12848/12848/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均94.594.594.594.5
(%)

120.0110.0100.090.080.070.060.0
103.2103.2103.2103.2
72.972.972.972.990.990.990.990.992.892.892.892.894.894.894.894.893.793.793.793.794.194.194.194.1

H21H20H19H18H17
90.090.090.090.093.593.593.593.598.998.998.998.997.197.197.197.198.198.198.198.1

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[191191191191,,,,515515515515円円円円]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位116/128116/128116/128116/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均115,856115,856115,856115,856広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均124,611124,611124,611124,611

(円)
300,000250,000200,000150,000100,00050,0000

245,489245,489245,489245,489
84,14184,14184,14184,141138,484138,484138,484138,484132,816132,816132,816132,816132,082132,082132,082132,082130,591130,591130,591130,591143,738143,738143,738143,738

H21H20H19H18H17 191,515191,515191,515191,515187,018187,018187,018187,018192,459192,459192,459192,459194,557194,557194,557194,557205,325205,325205,325205,325
給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [94.4][94.4][94.4][94.4]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位34/12834/12834/12834/128全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均98.898.898.898.8全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均95.195.195.195.1120.0110.0100.090.080.070.060.0
102.8102.8102.8102.8
74.974.974.974.996.296.296.296.295.695.695.695.695.895.895.895.895.695.695.695.695.795.795.795.7 H21H20H19H18H17
94.494.494.494.494.594.594.594.594.894.894.894.893.693.693.693.694.394.394.394.3

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[13131313....58585858人人人人]]]]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位116/128116/128116/128116/128全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均7.337.337.337.33広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均7.857.857.857.85

(人)
21.0018.0015.0012.009.006.003.000.00

15.8415.8415.8415.84
4.524.524.524.529.629.629.629.629.509.509.509.509.719.719.719.719.609.609.609.6010.2310.2310.2310.23

H21H20H19H18H17 13.5813.5813.5813.5813.6613.6613.6613.6613.9113.9113.9113.9114.3814.3814.3814.3814.4514.4514.4514.45

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [13.0%][13.0%][13.0%][13.0%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位31/12831/12831/12831/128全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均11.211.211.211.2広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均14.014.014.014.0

(%)
50.040.030.020.010.00.0

36.836.836.836.8
7.07.07.07.015.715.715.715.716.416.416.416.416.516.516.516.517.417.417.417.416.316.316.316.3

H21H20H19H18H17
13.013.013.013.014.614.614.614.615.915.915.915.916.416.416.416.415.215.215.215.2

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [134.1%][134.1%][134.1%][134.1%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位76/12876/12876/12876/128全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均92.892.892.892.8広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均168.5168.5168.5168.5

(%)
1500.01200.0900.0600.0300.00.0

1091.11091.11091.11091.1
24.724.724.724.7123.1123.1123.1123.1142.1142.1142.1142.1155.6155.6155.6155.6

H21H20H19H18H17
134.1134.1134.1134.1143.2143.2143.2143.2159.3159.3159.3159.3

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は　 1月31日現在のもの
財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況 給与水準給与水準給与水準給与水準   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況
公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
江田島市江田島市江田島市江田島市※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄【財政力指数】前年度とは横ばいだが，類似団体平均値を0.05ポイント下回っている。人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（平成21年度末36.4％）に加え，市内に中心となる産業が少ないなど，財政基盤は弱い。　その中で平成16年度の合併以降，平成17年度から平成20年度にかけて連続した伸びを見せていたが，平成21年度は横ばいとなっている。　今後も行政経費の削減に努め，財政の健全化に努めるとともに，更なる税収等の徴収率の向上に取り組む。【経常収支比率】　前年度に比べると，3.5ポイント改善している。これは普通交付税の増(1.0％増)や臨時財政対策債の増(15.1％増)により歳入の経常経費充当一般財源が増加したことに加え，公債費(△7.5％)，補助費(△9.2％)，維持補修費(△15.2％)など，歳出の経常一般財源が減少したことによる。　類似団体平均値を0.9ポイント下回ったが，依然として高水準で比率が推移している。特に義務的経費(人件費22.5％，扶助費8.6％，公債費13.3％)が，歳出の44.4％を占めており，財政の硬直化が表われている。　今後も市税の徴収強化に努めるとともに，義務的経費の抑制や事務事業の見直しによる経常経費の削減に努める。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】　前年度に比べると，4,497円(2.4％)増加しており，類似団体平均値を53,031円上回っている。平成16年度の合併以降，定員管理の適正化や物件費の抑制に努め，人件費・物件費等の削減を図ってきた。それでもなお，類似団体平均と比べると，多額の費用がかかっている。　今後も退職者不補充など計画的な人件費の削減や，施設の統廃合，事務事業の見直し等による物件費・維持補修費の一層の抑制に努める。【ラスパイレス指数】　類似団体平均を1.8ポイント下回っている。平成18年度に給料表の見直しを行ったが，今後も適正な給与制度の確立に努める。【将来負担比率】　前年度に比べ9.1ポイント改善している。これは，普通交付税・臨時財政対策債の増による標準財政規模の増と一般会計等地方債現在高などの将来負担額が減少したことによる。　しかし，類似団体平均を11.0ポイント上回っている。これは，一般会計等に係る地方債の現在高が類似団体平均を上回ることなどが要因としてあげられる。　今後も地方債現在高の抑制や充当可能な基金の確保など将来負担の増とならないよう，健全な財政運営に努める。

【実質公債費比率】　前年度から1.6ポイント改善し，類似団体平均値を2.7ポイント下回っている。これは，地方債の発行抑制により公債費が減少したことや，公営企業の地方債に充当したと認められる繰出金が減少したことなどが要因として挙げられる。　平成19～21年度の補償金免除繰上償還・借換えによる効果が期待されるものの，合併直前から直後の投資的事業等に係る元金償還の開始などにより，公債費は当面現状の水準で推移していくものと考えられる。地方債の発行を抑制してきたが，標準財政規模や臨時財政対策債の増減によって，一時的に実質公債費比率が上昇することも考えられるため，今後も事業の計画的な執行による地方債発行の抑制に努め，公債費の適正化を図る。【人口千人当たり職員数】　前年度から0.08人減であるが，類似団体平均値を3.96人上回っている。合併に伴い増加した職員数も，定員管理計画をもとに，定年退職・勧奨退職等による減及び新規採用の抑制により，平成17年度から平成21年度にかけて59人の減となっている。平成22年度策定の第2次行財政改革実施計画(H22～H26)では，今後10年間で110人の削減を目標に定めている。


